




- 「個人を活かす」ためのシステムへの移行 - (調査資料-102)
第１調査研究グループ 上席研究官 松室 寛治
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- 「個人を活かす」ためのシステムへの移行 - (調査資料-102)












































問題など、キャリアパスとして確立していない ことが指摘された (19人) 。





手制度の弊害を指摘する意見 (20人) や、米国のようなテニュア制度 (テニュア・トラック→テニュアという流れ) 採用
の必要性に関する指摘もあった (11人) 。










7) シニア時代 (有効回答数 52 人)
○年齢による一律の定年制には否定的 な意見が多く、能力に応じたリタイヤ (研究資金が獲得できなくなったら








































































































『研究開発と企業の境界 - バイオテクノロジーの産学連携と企業間提携 - 』
(2004年2月12日: 於: 東京国際フォーラムD7ホール) 
第1研究グループ
本年2月12日(木)に、東京国際フォーラムにおいて、『研究開発と企業の















































・2/2 - 3 山田 直: 科学技術政策研究所国際客員研究官
・2/12 Prof. Richard R. Nelson: 米国コロンビア大学教授
Prof. Scott Shane: 米国ケースウエスタンリザーブ大学
Prof. Alan Hughes: 英国ケンブリッジ大学教授
Prof. Luigi Oresenigo: イタリアボッコーニ大学教授
Prof. Ashish Arora: 米国カーネギーメロン大学教授
・2/13 Prof. Lee Branstetter: 米国コロンビア大学教授
Prof. Robert Kneller: 東京大学教授
Prof. John Walsh: 東京大学教授
・2/17 Prof. Jen-Shih Chang: カナダマクマスター大学工学部教授
・2/23 - 24 Dr. William A. Blanpied: 米国ジョージ・メイスン大学客員上席研究員
(科学技術政策研究所国際客員研究官)
・2/24 Dr. Nicole Dewandre: EU研究総局「女性と科学」課長
○ 講演会・セミナー
・2/ 3 上田 実: 名古屋大学大学院医学研究科頭頚部・感覚器外科学講座、
東京大学医科学研究所幹細胞組織医工学研究部門教授
「再生医療の現状とその実用化に向けた課題」
・2/17 Prof. Jen-Shih Chang: カナダマクマスター大学工学部教授
「独立法人化による大学における研究の位置づけ」
・2/24 Dr. Nicole Dewandre: EU研究総局「女性と科学」課長
「EUの科学技術人材」
・2/27 木下 栄蔵: 名城大学都市情報学部教授
「AHP (Analytic Hierarchy Process) の世界 - 公共政策に適用できる意思決定手
法 - 」
○ 新着研究報告・資料
・「科学技術動向 2004年2月号」 (2月27日発行) 
 特集 1 研究開発プロジェクトの評価 - ヨーロッパの事例 -
 客員研究官 山田 肇
 特集 2 化学物質の生態リスク評価に関する近年の動向
- 化学物質審査規制法の改正を迎えて -
 客員研究官 五箇 公一、環境・エネルギーユニット 浦島 邦子
 特集 3 パワーエレクトロニクスによるエネルギーインフラの強化に向けて
 環境・エネルギーユニット 橋本 幸彦
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